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Ⅰ 総合戦略策定の趣旨と重点的な課題 

 

 第 1 期長浜市まち・ひと・しごと創生総合戦略（以下「総合戦略」という。）は、国が、人

口減少に歯止めをかけるとともに、人口の東京圏への一極集中を是正し、将来にわたって活

力ある日本社会を維持していくことを目的に平成 26（2015）年に定めた「まち・ひと・しご

と創生法」に基づき、「長浜市人口ビジョン」を踏まえ、本市の「まち・ひと・しごと創生1」

に向けた基本目標や施策の基本的な方向、具体的な施策をまとめたものです。 

 第 1 期総合戦略の策定から 5 年が経過し、社会環境は大きく変化したこと、また、国・県

においてもそれぞれ 2 期目となる総合戦略が策定されたことから、本市においても現在と将

来の社会的変化を見据えながら、第 2 期総合戦略を策定します。 

 総合戦略の策定に当たっては、「長浜市人口ビジョン」を踏まえ、次の３つを重点的な課題

とします。 

 

課題 

① 
三大都市圏及び滋賀県南部への人口流出の抑制 

 

まち・ひと・しごと創生総合戦略（以下、「国の総合戦略」という。）が示す「東京一極集中

の是正」という基本的視点や、「長浜市人口ビジョン」が示す滋賀県南部の各地域への転出超

過の状況等を踏まえ、本市に住み、働き、豊かな生活を送りたい人を増やし、その希望をか

なえられる社会環境を実現します。 

 

課題 

② 
若い世代の就労、結婚、「妊娠・出産・子育て」の希望実現 

 

「長浜市人口ビジョン」が示す、将来にわたって安定した人口構造を維持していくため、

若い世代、とりわけ子育て世代の転出超過の状況を踏まえ、これらの世代が本市で安心して

就労し、希望どおり結婚し、妊娠・出産・子育てをすることができる社会環境を実現します。 

 

課題 

③ 
地域の経営資源を生かした課題解決と地域活性化 

 

                                                      
1 まち・ひと・しごと創生 

国民一人一人が夢や希望を持ち、潤いのある豊かな生活を安心して営むことができる地域社会の形成、地域社会を担う個

性豊かで多様な人材の確保及び地域における魅力ある多様な就業の機会の創出を一体的に推進すること。 
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「長浜市人口ビジョン」が示す将来の展望を踏まえ、民間を含めた経営資源を最大限活用

しつつ、地域が直面する課題を解決し、人口減少社会にあっても市民が将来にわたって安全・

安心で心豊かな生活を営むことができる都市を構築します。 

 

 

Ⅱ 基本的な考え方 

 

（１）国及び滋賀県の「まち・ひと・しごと創生総合戦略」との関係 

 国の総合戦略の基本的な考え方や政策５原則2等や滋賀県の総合戦略を勘案し、本市におけ

る「人口減少と地域経済縮小の克服」、「まち・ひと・しごとの創生と好循環の確立」を目指し

ます。 

 

（２）長浜市総合計画との関係 

 本市では長浜市総合計画（以下「総合計画」という。）を策定し、長期的な展望に立った「め

ざすまちの姿」を明らかにし、その実現に向けて、総合的かつ計画的に行政運営を行ってい

ます。また、総合計画は市の最上位に位置する計画として、各分野別計画の総合調整の役割

を果たしながら、市の施策全体を体系化し、効果的に進捗・達成状況を管理しています。 

 総合戦略は、人口減少の克服と地方創生を実現するための長浜市基本構想の分野別計画の

ひとつであるため、総合計画を具体化し補完するものと位置付けます。 

  

（３）５か年戦略の策定 

 第 2 期総合戦略は、「長浜市人口ビジョン」が示す人口の将来展望を踏まえ、令和 2（2020）

年度を初年度とする今後５か年の戦略として策定します。 

《 戦略の期間 》 令和 2（2020）年度～令和 6（2024）年度 

 

 

                                                      
2 政策５原則 

①自 立 性：構造的な問題に対処し、地方公共団体、民間事業者、個人等の自立につながる。 

②将 来 性：地方が自主的かつ主体的に、夢を持って前向きに取り組むことを支援する。 

③地 域 性：各地域の実態に合った施策を支援。国は支援の受け手側の視点に立って支援。 

④直 接 性：最大眼の成果をあげるため、直接的に支援する施策を集中的に実施する。 

⑤結果重視：PDCA メカニズムの下、具体的な数値目標を設定し、効果検証と改善を実施する。 
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（４）基本目標の設定と施策の立案・推進・検証の枠組み 

 国の総合戦略が示す政策４分野ごとの基本目標を踏まえ、本市における５年後の基本目標

を定めるとともに、この基本目標の実現に向け、講ずべき施策に関する基本的方向と具体的

な施策を記載し、施策の効果を客観的に検証できる指標（重要業績評価指標（KPI）Key 

Performance Indicator）を定めます。 

また、施策の立案・推進に当たっては EBPM3の考えの下、データに基づく分析を踏まえた、

部局を横断しての取り組みに加え、滋賀県や周辺市町、民間企業、各団体と連携・協力を図

るとともに有識者や各分野で活躍する市民から成る「長浜市政『挑戦と創造』の懇話会」等

により、広く意見を聴取することで、定期的に取り組み内容を検証し、改善する仕組み（PDCA

サイクル4）を確立します。 

 

（５）戦略のフォローアップ 

 地方創生の充実・強化を図るため、国の情報支援・人材支援・財政支援の「地方創生版・三

本の矢」を積極的に活用します。 

また、今後は、滋賀県の総合戦略等との整合を図りながら、広域的な連携を進めるととも

に、令和 2 年度に実施される国勢調査の結果、さらには、引き続き実施する本市の現状分析・

将来予測調査、各種意向調査等の結果を加味するなど、随時必要な見直しを行います。 

 

 

Ⅲ 今後の施策の方向 

 

（１）戦略の基本目標 

第 1 期総合戦略では、国の総合戦略及び「長浜市人口ビジョン」を踏まえ、基本目標を定

めました。地方創生は地域に活力を取り戻していくための息の長い政策であるため、第 1 期

で根付いた地方創生の意識や取り組みを第 2 期においても継続し、「継続を力にする」ために

も基本目標は第 1 期と同様としますが、基本目標③の「子育て世代から『選ばれるまち』に

                                                      

3 EBPM 

  Evidence-Based Policy Making の略。政策の企画をその場限りのエピソードに頼るのではなく、政策目的を明確化したう

えで合理的根拠（エビデンス）に基づくものとすること。 

 

4 PDCA サイクル 

事業活動における管理業務を円滑に進める手法の一つ。Plan（計画）、Do（実行）、Check（評価）、Act（改善）の 4 段階を繰

り返すことによって、業務を継続的に改善する。 
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ついては効果が十分に発現するまでに至っていないため、取り組みの強化を行います。 

 

基本目標①  

産業振興により「活力あるまち」を創造する 

＜国の基本目標①＞  

地方にしごとをつくり、安心して働けるようにする  

基本目標②  

地域資源を生かし「魅了するまち」を創造する 

＜国の基本目標②＞  

地方への新しいひとの流れをつくる  

基本目標③  

子育て世代から「選ばれるまち」を創造する 

＜国の基本目標③＞  

若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる  

基本目標④  

時代に合った都市をつくり、「安心で住み続けたいまち」を創造する 

＜国の基本目標④＞  

時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守るとともに、地域と地域を連携する  

 

 これらの目標は独立したものではなく、多様なアプローチを柔軟に行うことで相互作用を

生み、「まち・ひと・しごとの創生と好循環の確立」を目指します。 

 

（２）施策の新たな視点 

 第２期においては、４つの基本目標に向けた取り組みを実施するに当たり、新たな次の視

点に重点を置いて施策を進めます。 

 ①経済の自律的な成長力を強化する 

   本市だけでなく全国的に人口が減少していく中では、経済規模の縮小も避けられませ

ん。人口減少社会にあっても持続可能な地域となるために、地域の強みや地域資源を最

大限に活用して地域外市場から稼ぐ力を高め、域内においても効率的な経済循環を創り

出します。そのためには魅力的で多様な雇用機会の創出による人的資本の活用や、豊か

な自然環境といったストックの活用に注目するとともに、生活文化のブランド化（産業

化）等による経済的価値と社会的価値の両立といった、量から質への転換を図ります。 

   また、それらの意欲的な取り組みを進めるための資金を確保するために、ふるさと納
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税やクラウドファンディングといった、企業や個人による寄付・投資等による資金の流

れの強化を図ります。 

 ②新しい時代の流れを力にする 

   将来の社会・経済状況の変化として、2020 年の東京オリンピック・パラリンピック競

技大会や 2021 年のワールドマスターズゲームズ 2021 関西、2025 年の大阪・関西万博

の開催が予定されていることから日本が世界と結びつく機会が増大しており、加えて近

年 FIT（海外個人旅行）の増加により地方へのインバウンドの流れができ始めています。

こういった流れを本市にも呼び込むためにも、インバウンド需要を把握し、応えること

が重要です。 

また、情報通信技術など Society5.05の実現に向けた技術（以下「未来技術」という。）

が進展しています。この未来技術は少子高齢・人口減少の課題の最前線にある地方にお

いてこそ、ピンチをチャンスに変える力を持っていることから、地域の特性に応じて有

効に活用していきます。 

 ③人材の育成と協働を促進する 

   地方創生は息の長い政策であり、中長期的にこれを支える人材が不可欠です。このた

め、地方創生の基盤をなす人材に焦点を当て、その掘り起こしや育成、活躍を地方創生

の重要な柱として位置付け、取り組みを強化します。また、すでに地域づくりを担って

いる企業や市民、ＮＰＯといった民間の主体的な取り組みと積極的に連携・協働するた

めに、中間支援組織の設立を中心として新たな市民協働の仕組みをつくることで、地方

創生を充実・強化します。 

   さらに、地域課題の解決や将来的な地方移住に向けた裾野を拡大するため、定住に至

らないものの、特定の地域に継続的に多様な形で関わる「関係人口」の創出・拡大に取

り組みます。この実施に当たっては、個人の主体的な活動に加えて、促進するための仕

組みづくりを行います。 

 ④地域共生社会を実現する 

   人口減少や少子高齢が進行する中で、本市が成長を続けるとともに、活気あふれる地

域をつくるためには、女性、高齢者、しょうがい者、外国人など誰もが居場所と役割を

持ち活躍できる地域社会を実現することが重要です。すなわち、一人一人が、個性と多

様性を尊重され、家庭で、地域で、職場で、それぞれの希望が叶い、それぞれの能力を発

                                                      

5 Society5.0 

  サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させることにより、地域、年齢、性別、言語等に

よる格差なく、多様なニーズ、潜在的なニーズにきめ細やかに対応したモノやサービスを提供することで経済的発展と社会

課題の解決を両立し、人々が快適で活力に満ちた質の高い生活を送ることのできる人間中心の社会（「科学技術イノベーショ

ン総合戦略 2016」（平成 28 年５月 24 日閣議決定））。 
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揮でき、それぞれが生きがいを感じながら暮らすことができる地域社会の実現が求めら

れています。そのために、様々な人が交流しながらつながりを持って、お互いに支え、

支えられるコミュニティの形成を目指します。 

 

（３）講ずべき施策に関する基本的方向、具体的な施策等 

基本目標の実現に向け、講ずべき施策に関する基本的方向や、具体的な施策を次のとおり

定めます。また、基本目標における数値目標や、各施策における重要業績評価指標（KPI）を

設定します。 

 

（４）SDGs の理念に沿った地方創生の推進 

 国では持続可能な開発目標（SDGｓ6）の理念（「誰一人取り残さない」社会の実現）を踏ま

え、「持続可能な開発目標（SDGs）実施方針」並びにアクションプランを定めています。ア

クションプランでは「SDGs を原動力とした地方創生」が中核となる三本柱の一つとして位

置付けられ、総力を挙げて取り組むと規定されています。 

そのため、本市においても SDGs の理念に沿った地方創生の推進に向け、将来のビジョン

づくり、多様なステークホルダー（関係者）の連携、横断的な体制づくりにより、官民、組

織、世代、地域、ジェンダーなどあらゆる分野を越えて、経済・社会及び環境の統合的向上を

目指す「自律的好循環」の形成を進めます。 

 

  

                                                      

6 SDGｓ 

Sustainable Development Goals の略であり、2015 年９月の国連サミットで採択された 2030 年を期限とする、先進国を含

む国際社会全体の 17 の開発目標。また、「持続可能な開発目標（SDGs）実施指針」（平成 28 年 12 月 22 日第２回持続可能

な開発目標（SDGs）推進本部決定）において、政府全体及び関係府省庁における各種計画や戦略、方針の策定や改訂に当

たっては、SDGs を主流化することとされており、実施のための主要原則の１つに「包摂性」が示されている。 
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基本目標①  

産業振興により「活力あるまち」を創造する 

 

「長浜市人口ビジョン」では、本市の人口移動の状況について、高校卒業に伴う大学等進

学または就職によるものと推察される転出者数が、大学卒業後に本市へ転入する数を上回っ

ていると示されており、これらは、一旦、大学等へ進学した者にとって、本市に居住しなが

ら勤務できる企業が十分に立地していない、あるいは、文系学部卒業者が活躍できる職種が

少ないと推測されています。特に 20 代女性の転出超過が大きいことから、若い女性が活躍で

きる職種・職場が不足していると推測できます。 

そこで、本市においては、地域産業、観光、ＩＣＴの活用といった様々な角度から魅力あ

る産業を振興し、起業の促進や新たな雇用を創出することで、職住一体・職住近接を促進し

ます。これによる U・I・J ターンといった新たな人の流れを生み出すことで、「しごと」と「ひ

と」の好循環を作り出し、持続可能な「まち」の活性化を図っていくものとし、総合戦略で

は、「産業振興」を一つの大きな原動力として、子どもや若者が明るい未来を描く、持続可能

な希望に満ちあふれた「活力あるまち」を創造します。 

また、市内の高校生による産業・観光といった分野へのチャレンジプロジェクトや大学等

との連携により、市への誇りや愛着を醸成することで、地元企業への就職や起業を促進する

とともに、人口減少に伴う労働力の不足を補うために、子育て中の女性やアクティブシニア

をはじめとして個人の状況に応じた活躍ができる多様な働き方の実現に取り組みます。 

 

指 標 基準値 目標値 

製造品出荷額等における付加価

値額の比率 
33.76％（2017 年度） 37.0％（2024 年度） 

 

講ずべき施策に関する基本的方向、具体的な施策、重要業績評価指標（ KPI ） 

 

本市では、「第 2 期長浜市産業振興ビジョン」（平成 29（2018）年 3 月策定）に基づき「『長

浜スタイル』で拓くグローカル産業都市」の実現を目指し、様々な面から産業振興の取り組

みを進めています。 

総合戦略では、こうした取り組みを、引き続き強力に推し進めるとともに、社会環境の変

化等に柔軟に対応しながら、創業前から事業拡大期まで、事業ステージに応じた切れ目のな

い支援による持続可能な産業振興を図ります。 

 



- 9 - 

基本的方向(１) 農商工＋観光で取り組む地域資源の発掘とブラッシュアップ 

 

恵まれた地域資源やキラリと光るモノづくり技術の活用と、農商工連携によるブラッシュ

アップ、観光との連携による面展開、女性やアクティブシニアといった潜在的な人的資源の

活用を通じて、オール長浜による地域資源や生活文化のブランド化を推進します。 

さらに、平成 26（2014）年 3 月に策定した創業支援事業計画に基づき、地域における創業

及び事業化を支援し、起業家の夢の実現を通じ地域の経済・産業を活性化することで地域に

働く場を創出するため、コワーキングスペースの提供などにより気軽に相談できる場を提供

し創業・起業・新事業の創出を図ります。 

 

＜主な事業内容＞ 

（１）農商工連携を通じた地域資源の発掘 

（２）市内企業との協働による産業観光・体験型観光の推進 

（３）女性・シニア世代が活躍できる環境や働き方の整備 

（４）後継者不足に悩む商店街等の事業主と事業意欲旺盛な若者とのマッチング支援 

（５）ワンストップ相談窓口の設置や創業支援等事業の実施 

 

重要業績評価指標（KPI） 基準値 目標値 

長浜グローカルチャレンジ応援

事業採択数（地域資源分野） 
3 件（2018 年度） 4 件（2024 年度） 

女性の“働く”応援事業参加企業

数 
17 社（2018 年度） 30 社（2024 年度） 

 

 

基本的方向(２) バイオクラスター7裾野拡大に向けた事業化の促進 

 

長浜バイオクラスターネットワークを核として、その機能と連携体制をさらに強化しつつ、

環境、健康、観光の今後成長が期待できる産業分野について、地域資源や地元企業の基盤技

術と長浜サイエンスパークのバイオ技術を活用した持続可能な産業創出を目指します。具体

的には農商工連携、医農工連携、産学官金連携の研究開発、事業化支援を通じ、産業競争力

                                                      

7 バイオクラスター 

  バイオ関連の大学や企業を中核として、産業支援機関や中小企業、ベンチャー企業等が有機的にネットワークされ、地域

全体の最適な生産・開発が行われる産業構造の姿。クラスターとは房の意。 
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向上による地域経済活性化を目指します。 

 

＜主な事業内容＞ 

（１）大学・研究機関の連携を通じたバイオ産業の推進強化 

（２）研究開発型機能の誘致及び育成 

（３）新たな健康医療、食品関連研究開発企業の参入促進・育成による、産学官金連携によ

るバイオメディカル産業の創出 

 

重要業績評価指標（KPI） 基準値 目標値 

長浜グローカルチャレンジ応援

事業採択数（バイオ分野） 
5 件（2018 年度） 5 件（2024 年度） 

 

 

基本的方向(３) 国際競争力のある製品開発の支援と海外市場開拓の促進 

 

キラリと光る技術や高度な技術に裏打ちされた確かな製品を持つ企業の海外市場の開拓を

支援することで、市内企業の新たなマーケット獲得に向けた機会を提供するとともに、アジ

ア・新興国の成長力の取り込みを図ります。 

 

＜主な事業内容＞ 

（１）PR による国内外への事業展開支援 

（２）高度人材の活用 

（３）自社の強みを活かした商品開発・事業化に取り組む企業の支援 

 

重要業績評価指標（KPI） 基準値 目標値 

中小企業設備投資等促進事業指

定件数 
3 件（2018 年度） 3 件（2024 年度） 

 

 

基本的方向(４) 市内企業のステップアップに適したインフラ整備 

 

市内で操業する企業の成長段階に応じた産業基盤の整備を図るとともに、土地利用の見直

しや交通アクセスの更なる利便性強化に取り組むことで、企業の持続的な経営を応援します。 
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＜主な事業内容＞ 

（１）企業の成長段階に応じた工場用地の確保 

（２）産業活動を支えるインフラ整備の促進 

（３）経営基盤の支援体制見直しと活動拠点整備 

 

重要業績評価指標（KPI） 基準値 目標値 

企業誘致件数 0 件（2018 年度） 1 件（2024 年度） 

 

 

基本的方向(５) 連携を通じた企業家支援体制の充実 

 

専門家によるきめ細かな企業経営者への対応や企業家同士のネットワーク形成等、人財や

資源の適切な組合せや連携を通じて、これからも本市で活躍する企業人の確保・育成に取り

組みます。 

 

＜主な事業内容＞ 

（１）専門家によるきめ細かな支援メニューの充実 

（２）業種や実績にとらわれない企業家ネットワークの形成 

（３）未来の担い手の育成 

 

重要業績評価指標（KPI） 基準値 目標値 

みらい産業プラザ会員企業数 41 社（2018 年度） 44 社（2024 年度） 

 

 

基本的方向(６) 足腰の強い「農林水産業」の再生と生産物の高付加価値化 

 

「長浜市 6 次産業化推進戦略プラン」（平成 30（2018）年 12 月策定）に基づき、重要な産

業の一つである農林水産業の振興、農林水産業者の所得の安定及び向上を図るため、市内の

豊かな地域資源を活用し、農林水産業者が生産から加工・販売に進出する取り組みや、農商

工連携による新商品の開発など、地域資源の付加価値を高めようとする取り組みを推進して

いきます。 
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＜主な事業内容＞ 

（１）農業を中心とする 6 次産業化の支援 

（２）小谷城スマートインターチェンジ周辺に農業を主体とした 6 次産業化拠点整備の推進 

（３）地場産農林水産物のブランド化を支援 

（４）市内高校との連携による特産品のプロデュース 

（５）森林ビジネス創出支援 

 

重要業績評価指標（KPI） 基準値 目標値 

6 次産業化施設等誘導企業数 －（2018 年度） 累計 3 件（2024 年度） 

実証栽培の成果を活用して営農

活動を行う農家数 
10 件（2018 年度） 54 件（2024 年度） 

森林・林業起業者数 1 人（2018 年度） 累計 5 人（2024 年度） 

 

 

基本的方向(７) 観光産業の振興と交流人口の拡大 

 

本市は、南部の「黒壁スクエア」に代表される中心市街地や、北部の「観音の里」、日本遺

産登録の「竹生島」と「菅浦の湖岸集落」やユネスコ無形文化遺産登録の「長浜曳山祭」と多

様な地域資源を生かし、年間 700 万人以上の観光入込客数を誇っており、本市にとって「観

光産業」は、一大産業となっています。国際観光需要が年々高まる中、訪日外国人を対象と

するインバウンド観光の推進など、今後もまだまだ観光産業は伸びていくと想定されること

から、地域経済の持続的な発展という観点から、観光政策による地域活性化及びその実現に

向け、稼げる観光への転換を図ります。 

 

＜主な事業内容＞ 

（１）消費を喚起する仕組みづくりの推進 

（２）顧客ニーズに即した受入体制と情報発信の強化 

（３）観光推進力の強化 

（４）戦略的なインバウンド対応 

（５）日本版 DMO 設立の検討 

 

重要業績評価指標（KPI） 基準値 目標値 

１人あたりの観光消費額（宿泊） 23,077 円（2018 年度） 23,660 円（2024 年度） 

外国人観光宿泊客数 32,101 人（2018 年度） 55,000 人（2024 年度） 
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基本目標②  

地域資源を生かし「魅了するまち」を創造する 

 

国の総合戦略では、地方への新しい人の流れをつくることを基本目標に掲げており、地方

への人口流入を促し、移住・定住につなげていくことを期待しています。しかし、人口の「東

京一極集中」という現状の中で、その逆の流れを作り出し、さらに一足飛びに移住・定住に

つなげていくことは容易ではありません。 

そこで、本市では、年間 700 万人以上が訪れる「観光商業都市」としての強みと、数多く

の地域資源により、国内外から新たな人を呼び込み、「まち」の賑わいを創出するとともに、

市民と来街者による「ひと」のつながりができる仕組みづくりにより、観光以上、定住未満

の「関係人口」を創出・拡大し、地域課題の解決や将来的な地方移住に向けた裾野を拡大し

ます。 

また、魅力的なまちづくりと効果的な情報発信のために、地域おこし協力隊や民間企業、

国の人材派遣制度を活用して他地域の人材との協働を進めるとともに、「住みたい、住み続け

たい」と思われるための魅力的な起業・雇用環境の充実を図ります。 

さらに、魅了する対象は首都圏や他の地域の在住者に限らず、市民にとっても愛着と誇り

をもてるまちづくりを推進します。 

 

指 標 基準値 目標値 

観光入込客数 6,752,200 人（2018 年度） 7,070,000 人（2024 年度） 

 

 

講ずべき施策に関する基本的方向、具体的な施策、重要業績評価指標（ KPI ） 

 

 本市は、市内に点在する地域資源の魅力を、有機的連携により最大限に高め、観光分野を

はじめ、様々な面から首都圏を中心に国内外に情報発信し、人々の来訪意欲を喚起するとと

もに、実際の来訪を通じ、本市の魅力をより深く感じていただき、人と人とのつながりによ

り、さらに、二度、三度と足を運んでいただけるような魅力あるまちの実現を目指します。 

 また、そういった直接的なつながりのみならず、モノに頼らない魅力的なふるさと納税や

自治体クラウドファンディングの推進により、長浜を応援したいという想いの受け皿の整備

等により、人口減少に伴う税収・財源不足を補うための資金の流れを強化します。 

さらに、観光誘客のみならず、地域との関わりを持つ関係人口の創出・拡大、二拠点生活

等の受け入れ環境の整備といった移住・定住に向けた段階に応じた対応や大学等の活性化に

よる学生の受入れ強化など、市内外からの人の流れをつくる取り組みも進めます。 
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基本的方向(１) 地域資源を生かした都市ブランド力と情報発信力の強化 

 

これまで長年にわたり市民とともに積み上げてきた「都市ブランド力」は、本市における

最大の強みであり、それを生かしながら、新たな価値を創造、付加することで、今後も更な

る発展へとつなげていく必要があります。 

総合戦略では、地域資源を生かし、本市の魅力を国内外に広く効果的に情報発信すること

で、都市ブランド力の更なる向上を図り、本市への来訪意欲の喚起を促し、本市への人の流

れをつくり出すとともに、受入体制の整備を進めていきます。 

また、ある程度集約されている南部と、各所に点在している北部の色の異なる地域資源を

うまく活用し、それぞれを有機的に連携させ、他地域の民間企業や関係人口、国の人材派遣

制度による「よそ者」と協働することで、来訪者の趣味趣向に合わせたベストマッチングな

旅を提供するとともに、市民の暮らしそのものにスポットを当てる情報発信や体験型のツア

ーを造成します。 

 さらに、アジアをはじめとして、国際観光需要は年々高まっており、観光は今後も大きな

成長が見込める分野と考えています。近年、複数回日本を訪れる外国人が増え、主要な都市

を結ぶゴールデンルートを巡る団体客によるツアーから、個人旅行客による地方へのツアー

にシフトされていることから、「戦国の聖地」、「観音の里」といった暮らしや歴史に密着した

本市の地域資源と、地勢的な優位性を生かしたインバウンド観光を推進します。 

 そして、この「都市ブランド力」を最大限に発揮するために、SNS や動画サイト等を活用

し、求める方に求められる形での情報発信を行います。ふるさと納税や自治体クラウドファ

ンディングについても単なる資金調達の手段としてのみではなく、市の魅力や取り組みを伝

える情報発信としての観点も重視します。首都圏においては滋賀県東京本部や情報発信拠点

「ここ滋賀」、特定分野における連携都市協定を締結している東京都台東区との連携を強化し、

重点的に情報を発信することで、首都圏から本市へのひとの流れを加速させます。 

 

＜主な事業内容＞ 

（１）首都圏を中心とする情報発信の強化 

（２）東京圏との連携強化 

（３）関係人口の創出・拡大 

（４）ふるさと納税や自治体クラウドファンディングの活用 

（５）ワンストップ相談窓口の設置や創業支援等事業の実施【再掲】 

（６）経営基盤の支援体制見直しと活動拠点整備【再掲】 

（７）市内高校との連携による特産品のプロデュース【再掲】 
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（８）顧客ニーズに即した受入体制と情報発信の強化【再掲】 

（９）戦略的なインバウンド対応【再掲】 

 

重要業績評価指標（KPI） 基準値 目標値 

東京－長浜リレーションズ登録

者数 
130 人（2019 年度） 300 人（2024 年度） 

日帰り外国人観光入込客数 6,020 人（2018 年度） 15,000 人（2024 年度） 

 

 

基本的方向(２) 「移住・定住」と「U・I・J ターン」の促進 

 

国の総合戦略により、地方への新しい人の流れをつくるとして、地方移住を推進し、生活

面の情報のみならず、求人情報も含めた地方移住に必要となる情報の一元的な情報提供シス

テム「全国移住ナビ」が整備されています。 

こうした国のシステムも活用しつつ、情報発信力を強化している首都圏から滋賀県への移

住の相談窓口「しが IJU 相談センター」との連携の他、本市への移住・定住に関心がある人

に対し、ポータルサイトによりわかりやすい情報を提供していくとともに、体験ツアー等に

より WEB では伝わらない魅力を直に伝えることで、移住・定住を促進します。さらに、都市

部の大学等からの地元企業への就職を促すため、近隣市町、金融機関等と協調・連携し、官

民共同による人材育成や U・I・J ターン8の促進を図ります。 

また、こうした直接的な移住・定住の促進のみならず、本市に継続的に多様な形で関わる

「関係人口」の創出・拡大を進めます。 

 

＜主な事業内容＞ 

（１）移住・定住に関する情報発信の強化 

（２）空き家流通・活用の促進 

（３）田舎暮らし体験の促進 

（４）起業支援、起業促進事業の実施 

（５）新卒学生等向け就職活動の支援 

（６）古民家の活用 

                                                      
8 U・I・J ターン 

 ①Ｕターン：出身地から転出し再度出身地に住む流れ。②Ｉターン：出身地に関係ない地域に住む流れ。 

③Ｊターン：出身地から転出し、出身地の近隣都市に住む流れ。 
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（７）関係人口の創出・拡大【再掲】 

 

重要業績評価指標（KPI） 基準値 目標値 

40 歳代以下の移住件数 25 件（2018 年度） 累計 100 件（2024 年度） 

 

 

基本的方向(３) 地元大学等との連携 

 

本市には、長浜バイオ大学や滋賀文教短期大学、滋賀県調理短期大学校、滋賀県立看護専

門学校などが立地しており、それぞれに特色を生かした取り組みを実施しています。 

また、彦根・長浜地域における学術文化教育基盤形成を目的とした大学・短期大学・地域

連携プラットフォーム事業連携協議会（彦根長浜地域連携協議会）では、彦根・長浜地域に

おける高等教育の現状及び地域課題を踏まえ、魅力と活気のある地域社会を創出することを

目的とした産官学連携や地域コミュニティの活性化、地域を担う次世代人材の育成を推進し

ています。 

こうした大学等との連携強化を図ることで、地元企業や地域社会の求める人材ニーズに対

応するとともに、地域産業等を担う高度な地域人材を育成します。 

 

＜主な事業内容＞ 

（１）地元大学等との連携強化 

（２）彦根長浜地域連携協議会によるプラットフォーム事業の推進 

（３）保育士等の確保 

（４）大学・研究機関の連携を通じたバイオ産業の推進強化【再掲】 

 

重要業績評価指標（KPI） 基準値 目標値 

大学との連携事業の総数 40 件（2019 年度） 40 件（2024 年度） 
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基本目標③  

子育て世代から「選ばれるまち」を創造する 

 

「長浜市人口ビジョン」が示すとおり、本市における子育て世代の状況としては、男性の

25～29 歳から 30～34 歳では、これまで転入超過であったものの、平成 7（1995）年-平成 12

（2000）年からその数が減少に転じ、女性では昭和 60（1985）年-平成 2（1990）年以降、

転出超過に転じ、その傾向が続いています。 

こうした子育て世代、とりわけその女性が転出超過基調にあることは、本市の人口減少対

策を考える上で看過できるものではありません。 

 第 1 期での取り組みにより、30～34 歳、20 代男性の転出超過については改善の傾向があ

るものの、20～24 歳の女性の転出超過は増加し続けており、平成 27（2015）年の国勢調査

以降も 2 割以上の伸びとなっています。女性については就職を転機とする再転入も男性に比

べると少なく、市全体としては女性人口が男性人口を上回っているにも関わらず、25 歳～49

歳については男性人口が女性人口を上回っています。平成 7（1995）年の 10～14 歳の人数を

1 とした場合の、平成 27（2017）年の 30～34 歳は 0.8 となっており、これは県平均 0.95 を

大きく下回っています。 

また、本市の合計特殊出生率（2017 年 1.48）については、国（2018 年 1.42）と比較する

と高く推移しているものの減少傾向にあり、近年は県平均（2018 年 1.55）を下回っています。 

こういった要因が複合的に作用することで、本市の出生数の減少率は平成 22（2012）年か

ら平成 27（2017）年で 10％となっており、これは全国平均の 6％を大きく上回っています。 

このように、若者や子育て世代、とりわけ女性の人口流出は、今後の本市の人口構造を左

右する大変大きな問題であり、様々な面からのアプローチが必要です。 

そのためにもまず、本市が定める「長浜市子ども・子育て支援事業計画」に定める取り組

みと一体となり、様々な施策を様々な主体と連携して実施することで、子どもや子育て世代

のみならずすべての市民がともに希望にあふれる未来を創造します。 

さらに、田村駅を中心とする長浜南部地域を住宅機能だけでなく、安心して子どもを産み

育てていく生活基盤を整え県南部への「人口流出のダム機能」を持たせるとともに、このよ

うな転入などにより慣れない地で子育てする親が孤独や孤立を感じることのないよう、シニ

ア世代を含めた多世代が交流できる地域の居場所づくりを支援することで、地域で子育てと

いう概念を浸透させ、子育ての負担軽減を図ります。 

また、妊娠・出産・子育ての過程において、本市の医療環境は非常に恵まれていることか

ら、地域医療支援病院や休日急患診療所、小児救急医療体制の維持を図ります。 

そして、第 1 期においては子育て世代の支援策を中心に取り組んできましたが、小中学校

での ICT環境の整備による特色ある学校教育や幼少期から本市への誇りと愛着を醸成する事



- 18 - 

業にも取り組むことで、小学校入学を控える子育て世帯の転入や大学等進学による都市圏転

出者の U ターンの増加を図る他、基本目標１にもある、女性が働きやすい環境の整備のよう

に、子育て支援施策のみならず他の基本目標の施策の相乗効果により、子どもを産み育てる

なら長浜市、と選ばれるまちを目指します。 

 

指 標 基準値 目標値 

本市の合計特殊出生率 1.48（2017 年度） 1.55（2024 年度） 

 

 

講ずべき施策に関する基本的方向、具体的な施策、重要業績評価指標（ KPI ） 

 

本市の「長浜市子ども・子育て支援事業計画」に基づき、子どもの幸せ・子どもの視点に立

った取り組みを、子育ての「質」の確保・向上に向けて強力に推進します。 

 

 

基本的方向(１) 家庭における子育てへの支援 

 

核家族化や子育て世代の転入により、地域内での付き合いやつながりが希薄化する中で、

子育て家庭が地域社会において孤立しないよう、家庭や地域、企業、幼稚園・保育園、学校等

が連携して身近な地域における子育て支援サービスの充実を図るとともに、出産から子育て

まで一貫した支援を行うため、相談体制・医療体制を構築します。そして、これらの取り組

みをアプリ等を活用し情報発信を行うことで、必要な人に必要なサービスが行き届くよう努

めます。 

また、子育て中の女性の就業率を上昇させるために、企業に向けての啓発や働く女性ネッ

トワークの育成を図り、企業と女性求職者のマッチングを推進するとともに、在宅ワークを

はじめとする多様な働き方の仕組みを作ることで、「女性が働きやすい地域」としてブランド

化を目指します。さらに、パートナーが子育てを共同できるよう働き方改革を推進します。 

 

＜主な事業内容＞ 

（１）地域における子育て支援サービスの充実 

（２）相談窓口の周知と充実 

（３）母子保健及び小児医療体制の充実 

（４）児童虐待の発生予防と早期発見 
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（５）働き方改革の推進 

（６）在宅ワークの支援 

（７）女性・シニア世代が活躍する新たな事業領域の創造【再掲】 

 

重要業績評価指標（KPI） 基準値 目標値 

地域子育て拠点施設利用者数 88,885 人（2018 年度） 92,435 人（2024 年度） 

乳幼児健診受診率 96.4％（2019 年度） 98％（2024 年度） 

 

 

基本的方向(２) 子どもの健やかな発達を保障する教育・保育の提供 

 

子育ては移住を判断する大きな転機となっており、本市においても 0 歳から 9 歳の転出入

は多いものの 10 歳～14 歳においては転出入ともに大きく減少します。このことからも、教

育・保育は単なる子育て支援のみならず、移住・定住施策としても大きな効果が期待されま

す。そのため、利用者の多様なニーズを十分に踏まえ、保育所等の待機児童の解消や地域の

特性に応じた保育サービスを充実し、就学前教育についても、幼稚園教諭・保育士の確保と

資質の向上に努め、幼稚園・保育所と小学校、市民団体等との連携・交流を推進することで、

乳幼児期の育ちと学びの一貫性を確保します。 

小中学校においては、ICT を活用した特色ある学校教育を導入する他、文化やスポーツと

いった勉学以外の分野への取り組みを強化することで、個性に応じた夢を持ち、目標に向か

って努力できる子どもを増やすとともに、市民協働による多様な経験を通して、地域への愛

着や次世代の親となる子どもたちが子育ての大切さ等についての理解を深めるような学習の

機会を提供することで、子育て世代にとって魅力的な環境整備を行います。 

 

＜主な事業内容＞ 

（１）保育サービスの充実 

（２）保育士等の確保【再掲】 

（３）子育て家庭の経済的負担軽減策の実施 

（４）就学前教育等の充実 

（５）市民協働による多様な経験活動の推進 

（６）特色ある学校教育の推進【再掲】 

（７）学校ＩＣＴ環境整備計画の推進 

（８）放課後を過ごす場の確保・質の向上 

（９）次代の親育成の推進 
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重要業績評価指標（KPI） 基準値 目標値 

保育所、認定こども園（長時部）

の待機児童数 
37 人（2019 年 4 月） 0 人（2024 年 4 月） 

放課後児童クラブの待機児童数 14 人（2019 年 4 月） 0 人（2024 年 4 月） 

特別支援巡回相談園数 24 件（2018 年度） 33 件（2024 年度） 

 

 

基本的方向(３) すべての子どもの育ちを支える体制の整備 

 

ひとり親家庭やしょうがい児とその家庭、外国人家庭と様々な困難を抱える家庭等が安心

して豊かな地域生活や学校生活を送ることができるよう、各関係機関との連携を強化し、情

報を共有しながら、個々の状況に応じた切れ目のない支援を行います。 

＜主な事業内容＞ 

（１）ひとり親家庭等への支援 

（２）しょうがい児とその家庭への支援 

（３）子育て家庭の経済的負担軽減策の実施【再掲】 

（４）外国人家庭への支援 

（５）市民協働による多様な経験活動の推進【再掲】 

（６）働き方改革の推進【再掲】 

（７）在宅ワークの支援【再掲】 

（８）放課後を過ごす場の確保・質の向上【再掲】 

（９）相談窓口の周知と充実【再掲】 

 

重要業績評価指標（KPI） 基準値 目標値 

児童発達支援事業（延べ人数） 4,753 人（2018 年度） 4,300 人（2024 年度） 

 

 

基本的方向(４) 子どもの育ちを支える地域環境の整備 

 

本市においても核家族化の進展や子育て世代の転入により地域でのつながりの希薄化等子

育てをめぐる環境は大きく変化し、家族や地域からの支援が得られにくい状況となっていま

す。地域は子どもたちが様々な人とかかわりながら、様々な経験をし、多様な価値観を学ぶ

ために欠かせない場所です。また、幼少期の経験による地域への誇りと愛着は大人になって
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も忘れられるものではありません。多世代が交流できる地域の居場所づくり、同世代の子ど

もたちが安全・安心に遊べる公園等の整備・充実、子育て世帯の拠り所となる当事者団体・

支援団体等に対する支援、地域の見守りの推進等により、「長浜市で子育てがしたい」、「長浜

市で子育てができてよかった」と思われる環境を整備していきます。 

地域での支えあうコミュニティの構築も重要ですが、家族がコミュニティの基礎であるこ

とは変わりありません。出産後の女性の社会復帰の促進や子育てを通じた高齢者の生きがい

づくりとなるほか、市外への転出防止や U ターンのきっかけとなるなど複合的な課題の解消

の一助となる多世代同居に加え、心理的に敷居の低い近居についての啓発や支援についても

努めます。 

そして、遊び場といった居場所づくりだけでなく、妊娠・出産の不安解消、子どもの急な

病気やケガに対応できる現在の恵まれた地域医療体制の維持に努めます。 

さらに、田村駅周辺などの交通利便性の高い地域に、安心・安全・快適な都市空間を整え、

子育て世帯が住みたいと感じる子育て環境を提供することで、人口流出を止めるダム機能を

備えます。 

 

＜主な事業内容＞ 

（１）地域の子育て力・教育力の向上 

（２）親と子の居場所の充実 

（３）多世代交流の場の充実 

（４）住まいを取り巻く良好な環境の確保 

（５）当事者団体・支援団体等への支援・協働の推進 

（６）働き方改革の推進【再掲】 

（７）田村駅周辺整備 

（８）休日急患診療所や小児救急医療体制の維持 

 

重要業績評価指標（KPI） 基準値 目標値 

子育て支援関連団体の登録数 57 件（2019 年度） 67 件（2024 年度） 

子ども芸術体験アウトリーチ数 15 件（2019 年度） 38 件（2024 年度） 

 

  



- 22 - 

基本目標④  

時代に合った都市をつくり、「安心で住み続けたいまち」を創造する 

 

国の総合戦略では、「しごと」と「ひと」の好循環を支えるためには、「まち」の活力を取り

戻し、人々が安心して暮らす社会環境をつくり出すことが必要であるとしています。 

 本市においても、時代の潮流を読み、社会の変化にいち早く対応しながら、成熟した社会

にあっても、時代に合った魅力的な都市をつくり、住む人が安心で住み続けたいと思えるま

ちを創造します。また、柔軟な発想でもって、本市が抱える様々な課題に対峙し、地域の経

営資源を最大限に生かし、持続可能で安心、安全な都市経営を進めるとともに、明るい未来

を切り開く次代を見据えた近未来都市を創造します。 

 

指 標 基準値 目標値 

本市の住民基本台帳人口 117,892 人（2020 年 1 月） 114,000 人（2025 年 1 月） 

 

 

講ずべき施策に関する基本的方向、具体的な施策、重要業績評価指標（ KPI ） 

 

厳しい財政状況や人手不足の中、魅力的なまちづくりと安定的な住民サービスの提供を持

続するには、従来の方法だけでは一定の限界があります。人口減少社会にあっても持続可能

な地域とするには、新たな価値を生む原動力となる交流を支え、生み出す地域づくりを進め

ることが重要です。 

そのためには、市民や NPO との協働、関係人口の創出・拡大、そして女性、高齢者、しょ

うがい者、ひきこもり、外国人など誰もが居場所と役割を持ち活躍できる共生社会を実現す

る必要があります。 

その他にも、Society5.0 の実現に向けた技術（未来技術）を「まち」「ひと」「しごと」の各

分野に活用して具体的な課題解決や地域の発展に活用することや、SDGｓの理念に即した経

済・社会及び環境の統合的向上に取り組むという、新しい時代の流れを力にしていきます。 

 

 

基本的方向(１) 地域共生社会の実現 

 

少子高齢・人口減少社会にあっては、社会経済、地域活動の担い手が不足し、経済の衰退、

コミュニティ存続の危機、そしてさらなる人口減少と負のスパイラルに陥る可能性がありま
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す。悪循環を回避するためにも、女性、高齢者、しょうがい者、ひきこもり、外国人など誰も

が「支え手」や「受け手」という関係を越えて、人と人、人と資源がつながり、住民ひとりひ

とりの暮らしと生きがい、そして地域をともに創る共生社会の実現に向けた取り組みを行い

ます。 

そのためにも、誰もが住み慣れた地域で、自分らしい暮らしを人生の最後まで続けられる

よう、医療・介護・予防・住まい・生活支援が包括的に提供される地域包括ケアシステムの構

築を進めることで、社会参加と地域社会の持続の両立を図ります。 

 

＜主な事業内容＞ 

（１）居場所と役割のあるコミュニティづくり 

（２）自治会・地域づくり協議会の運営支援 

（３）多世代交流の場の充実【再掲】 

（４）地域包括ケアシステムの深化・推進 

（５）保健・医療・福祉の専門人材の育成・活用 

（６）関係人口の創出・拡大【再掲】 

 

重要業績評価指標（KPI） 基準値 目標値 

地域力強化推進事業に取り組む

活動拠点数 
2 か所（2018 年度） 15 か所（2024 年度） 

 

 

基本的方向(２) 新たな市民協働の仕組みづくり 

 

急激な人口減少や少子・高齢化の進展、市民ニーズの多様化・複雑化などにより、地域社会

が激変する中で、これまでの価値観や制度、仕組みで地域の社会課題に対応することが、困

難になってきています。 

こうした状況の中で、様々な地域の社会課題を解決し、持続可能で活力ある地域社会を実現

していくため、「長浜市市民協働のまちづくり推進条例」を制定し、特定の個人への依存度や

偏在性の高い現在の仕組みを改め、市民、自治会、地域づくり協議会、市民活動団体、教育機

関、事業者、市などの幅広い主体の参画や多様な主体の協働を推進する新たな仕組みと体制

づくりを構築していきます。 

 

＜主な事業内容＞ 

（１）中間支援組織の設立 
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（２）地域づくりを担う組織の機能強化 

（３）対等な立場で議論できる場づくりの推進 

（４）活動資金の円滑な調達、効果的な活用の推進 

（５）シェアリングエコノミーの普及促進 

（６）情報共有・活用を図る取組の推進 

（７）協働の担い手を育成・確保する取組の推進 

（８）RESAS9（地域経済分析システム）を中心とした静的・動的データの活用 

（９）AI や IoT 等を地域課題解決に活用する取組の推進 

 

重要業績評価指標（KPI） 基準値 目標値 

中間支援組織の設立 － 設立（2024 年度） 

市民・自治の市民満足度 3.31（2019 年度） 3.51（2024 年度） 

 

 

基本的方向(３) 生涯活躍のまちづくり 

 

誰もが活躍するためには健康寿命の延伸による、生涯活躍の社会づくりも重要です。本市

では令和元（2019）年に健康都市宣言として「健康で輝けるまち ながはま」を宣言し、市

民の健康寿命の延伸を目指し、子どもからお年寄りまで世代を超えて健康づくりに取り組ん

でいます。健康都市宣言の普及啓発による健康に対する意識づけや、自ら運動したくなる仕

組みづくりを行います。 

また、従来の生涯活躍は中高齢の移住に重点が置かれていましたが、地域のコミュニティ

の再生に重点を置くとともに、関係人口をはじめとする地域外の人材とのつながりも含め、

ソーシャルキャピタルの醸成を通じて、さらなる活性化を図ります。 

これに関連し、変革する医療社会情勢や利用者ニーズに対応できる医療機能や医療環境の

充実を図るため、関係機関との連携・協力のもと、それぞれの強みと特性を生かしながら、

病院の連携の促進、在宅医療の強化などに努めます。 

 

＜主な事業内容＞ 

（１）健康都市宣言の普及啓発 

（２）健康推進アプリ等を利用した健康づくり事業 

                                                      
9 RESAS 

  産業構造や人口動態、人の流れなどの官民ビッグデータを集約し、可視化するシステム。国の支援策「地方創生版・三本

の矢」の一つ。 
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（３）市民等による健康増進の取り組みの支援 

（４）医師の確保・育成 

（５）病院の維持・発展 

（６）自治会・地域づくり協議会の運営支援【再掲】 

（７）居場所と役割のあるコミュニティづくり【再掲】 

（８）多世代の交流の場の充実【再掲】 

（９）地域包括ケアシステムの深化・推進【再掲】 

（10）保健・医療・福祉の専門人材の育成・活用【再掲】 

（11）地域医療の維持・強化 

 

重要業績評価指標（KPI） 基準値 目標値 

健康づくりに取り組む市民の割

合（運動） 
68.8％（2018 年度） 75％（2024 年度） 

休日の医療機関受診者のうち長

浜米原休日急患診療所を利用す

る人の割合 

50.4％（2018 年度） 50％（2024 年度） 

 

 

基本的方向(４) 既存ストック等の利活用や地域共生拠点づくりの推進 

 

国は、公共施設等の維持管理等に民間のノウハウが十分に活用されていない、空き家が増

加する一方で、中古住宅の流通やリフォームが十分でないといった課題等もあり、循環型社

会の視点も踏まえ、真に必要なストックを賢くマネジメントすることが重要とし、人口減少

等を踏まえた既存ストックのマネジメント強化を打ち出しています。 

本市においても、急速に進む少子化や人口減少に伴い、各地域で子どもの数が年々減少す

る中で、学校施設等の公共施設を「長浜市公共施設等総合管理計画」に基づき施設類型別管

理する他、人口流出等による空き家、空き店舗など、既存ストックのマネジメント強化とい

う観点を備えながら、地域の実情に応じた公共交通網を再構築することにより利便性と効率

性を向上させ、「まち」の活性に資するよう、民間を含めた地域の経営資源を生かし、地域の

課題解決に取り組みます。 

また、田村駅周辺を中心とするひとと自然が共生できる拠点整備とともに、神田パーキン

グでのスマート IC の整備を検討し、高速道路の有効活用による、一般道路の渋滞緩和や災害

時における緊急輸送、広域的な高度医療体制の強化といった交通拠点化を図ることで、定住

人口の増加と地域活性化に向けた取り組みを進めます。 
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そして、万が一の大規模自然災害等に備えるため、事前防災・減災と迅速な復旧復興に資

する施策を、「防災」の範囲を超えて、まちづくり政策や産業政策も含めた総合的な取り組み

として計画的に実施するために、「国土強靭化地域計画」を策定し、強靱な地域づくりを推進

します。 

 

＜主な事業内容＞ 

（１）学校施設等の統廃合リノベーションの推進 

（２）多機能型福祉・地域共生拠点づくりの推進 

（３）地域公共交通網の形成 

（４）交通インフラを生かした都市機能の集約・強化 

（５）国土強靭化地域計画の取り組みの推進 

（６）田村駅周辺整備【再掲】 

（７）（仮称）神田スマートインターチェンジ整備の検討 

（８）空き家流通・活用の促進【再掲】 

（９）古民家の活用【再掲】 

（10）小さな拠点づくりの推進 

 

重要業績評価指標（KPI） 基準値 目標値 

公共建築物の床面積 664,236 ㎡（2018 年度） 642,740 ㎡（2024 年度） 

文化福祉プラザ来館者数 － 400,000 人（2024 年度） 

 

 

基本的方向(５) Society5.0 の実現に向けた技術の活用 

 

 情報通信技術をはじめとする未来技術は、従来の生産・流通や生活に不連続かつ飛躍的な

進歩をもたらすものであり、地域の利便性や生産性の向上を通じて地域を豊かにするととも

に、その魅力を高め、それがひとを呼ぶ好循環を生み出す起爆剤として、期待できるもので

す。また、この未来技術は少子高齢・人口減少の最前線にある地方においてこそ、ピンチを

チャンスに変える力を持っていることから、地域の特性に応じて有効に活用できるかの検討

を積極的に行います。 

 

＜主な事業内容＞ 

（１）RESAS（地域経済分析システム）を中心とした静的・動的データの活用【再掲】 

（２）マイナンバーカードの普及の推進 
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（３）サテライトオフィス・テレワークの推進 

（４）特色ある学校教育の推進【再掲】 

（５）デジタル人材の活用 

（６）スマートシティ、スマート自治体、スマート農業への転換の検討 

（７）情報発信による社会ニーズの醸成 

（８）AI や IoT 等を地域課題解決に活用する取組の推進【再掲】 

 

重要業績評価指標（KPI） 基準値 目標値 

テレワークの実証実験 － 1 件（2024 年度） 

 

 

 

 

 


